
                   

 

 

 

 

 

（１）少子化の進行 

 ①県人口の推移 

本県の総人口は、１９７０年から２０２０年の５０年間で約２倍まで増加しましたが、

その後、社会増を自然減が上回る総人口減少時代に入っています。 

年少人口（０歳～１４歳までの人口）については、１９７０年代の第二次ベビーブーム

の影響等により１９８０年まで急増したものの、その後減少傾向に転じ、２００５年以降

は高齢者人口を下回っています。 

 （図表１）千葉県の総人口及び3区分別人口の推移 

 
資料：総務省「国勢調査」。２０２４年は「千葉県毎月常人口調査」（国勢調査と同じ１０月１日現在）を「千葉県年齢別・町丁字別人口」       

（令和６年４月１日現在）の年齢別人口比率を用いて按分して算出。 
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②出生数及び合計特殊出生率の推移 

本県の出生数は、第二次ベビーブームのさなかの昭和４８年（１９７３年）の８万    

２，９６０人をピークに減少傾向が続き、令和５年（２０２３年）には３万５，６５８人

となっています。 

合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に生むこどもの数の推計値）は、昭和５１年  

（１９７６年）に２．０を下回り、昭和６０年（１９８５年）以降は全国平均を下回って   

おり、令和５年（２０２３年）は１．１４（全国１．２０）となっています。 

（図表２）出生数・合計特殊出生率推移（全国・県） 

 
 資料：厚生労働省 令和５年度「人口動態統計」 
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③理想子ども数と予定子ども数の推移 

国立社会保障・人口問題研究所が令和３年（２０２１年）に実施した調査によると、  

夫婦にたずねた理想的なこども数は、前回調査２．３２人を下回り２．２５人となって  

います。夫婦が実際に持つ予定のこども数も２．０１人となっています。 

（図表３）平均理想子ども数、平均予定子ども数推移（全国） 

  
 資料：国立社会保障・人口問題研究所「第１６回出生動向基本調査」（令和３年） 
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「理想の子ども数を持たない理由」として、経済的負担や年齢、妊娠や育児の困難さな

どが挙げられています。 

（図表４）理想の数の子どもをもたない理由（全国） 

 
 資料：国立社会保障・人口問題研究所「第１６回出生動向基本調査 

※対象は予定子ども数が理想子ども数を下回る、妻の調査時年齢５０歳未満の初婚同士の夫婦。不詳を含まない選択率。複数回答のため合計値は 

１００％を超える。            
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④平均初婚年齢・未婚率 

本県の平均初婚年齢は、国の調査によると、令和５年（２０２３年）の男性で３１．４

歳、女性で２９．９歳と上昇傾向にあります。 

また、本県の未婚率は、令和２年（２０２０年）の国勢調査によると、男性・女性とも

各年代において上昇しています。 

（図表５）平均初婚年齢の推移（県） 

 

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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（図表６）未婚率の推移（県） 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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（２）子育て家庭を取り巻く状況 
①世帯の状況 

昭和５０年（１９７５年）には、本県の平均世帯人員は３．５４人でした。 

以降、平均世帯人員の減少と単独世帯数の増加が進み、令和２年（２０２０年）には  

平均世帯人員２．２３人となっています。 

（図表７）平均世帯人員・世帯数の推移（県）

 
 資料：総務省統計局「国勢調査」（令和２年） 
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地域との付き合いについて、平成２８年（２０１６年）と令和２年（２０２０年）を   

比較すると、こどもを預けられる人や家を行き来する人などの割合が減少し、こどもを 

通じて関わっている人のいない家庭の割合が増加しています。 

（図表８）子供を通じた地域とのつながり（全国） 

 
資料：文部科学省 令和２年度「家庭教育の総合的推進に関する調査研究～家庭教育支援の充実に向けた保護者の意識に関する実態把握調査～」 
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②家庭の役割分担の状況等 

令和元年度に実施した県の調査によると、子育てに係る家庭内の役割の多くが主に母親

によって担われています。 

（図表９）家事等の役割分担（県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                  資料：千葉県男女共同参画課「男女共同参画社会の実現に向けての県民意識調査」抜粋（令和元年度） 
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企業による育児中の社員に対する支援等として、短時間勤務制度や男性の育児休業制度

などが導入されています。 

（図表１０）育児中の社員に対する支援制度・配慮の取組 

 

資料：千葉県商工労働部雇用労働課「働きやすい職場環境づくり取組状況調査」（令和５年度） 
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③放課後児童クラブ・放課後子供教室の状況 

放課後児童クラブ支援単位数は年々増加しており、待機児童数の数は令和５年で   

１，２２７人とピークの平成３０年と比較し、４００人近く減少しています。 

また、放課後子供教室設置校数については、令和５年度と令和４年度を比較すると、  

設置校数は増えています。 

（図表１１）千葉県内放課後児童クラブ支援単位数及び待機児童数の推移 

 

資料：放課後児童健全育成事業実施状況調査（Ｈ３０～Ｒ５） 

 

（図表１２）放課後子供教室設置校数 

資料：千葉県教育庁生涯学習課「放課後子供教室実施状況」（令和４・５年度） 

 

  

導入率（政令市除く） Ｒ４  Ｒ５  

放課後子供教室設置校 ３７８校（ ３９／ ５３市町村） ３８３校（ ３８／ ５３市町村） 
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④ひとり親世帯の状況 

ひとり親世帯の数は近年、やや減少傾向にあります。 

（図表１３）ひとり親世帯数の推移 

 

 

資料：総務省「国勢調査」 
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（３）こども・若者を取り巻く状況 
①こどもの貧困の状況 

  令和３年（２０２１年）の我が国のこどもの貧困率は、１１．５％となっており、およそ

９人に１人のこどもが、平均的な所得水準の半分以下での生活を余儀なくされています。 

県が令和６年度に実施した「千葉県こどもの生活実態調査」等によると、貧困状態にある

家庭では、こどもの自己肯定感が他の家庭に比べて低く、睡眠や食事等の基本的生活習慣に

も課題がみられるほか、家事や家族の世話で勉強や遊ぶ時間を十分にとれなかったこども、

学校に行きなくないと思ったことのあるこども等も他の家庭に比べて多い傾向にあり、貧困

がこどもに与える影響は深刻かつ様々な場面に表れています。 

全てのこども・若者が愛情に包まれて健やかに成長できるようにするためにも、貧困の解

消に向けた対策が求められます。 

また、ひとり親とこどもから成るひとり親世帯の貧困率は、令和３年（２０２１年）時点

で４４．５％となっており、大人が２人以上いる世帯の８．６％と比較して、高い割合を  

占めています。 

ひとり親世帯は、ひとりの親が生計の維持と子育てを同時に担うことから、就業や子育て、

生活に関する様々な困難に直面する場合があり、社会的に不利な境遇に陥りやすい状況に 

あることから、相談体制の整備や保護者に対する就労支援などの取組が求められます。 

 

（図表１４）こどもの貧困率の推移（全国） 

 
資料：厚生労働省「２０２２年 国民生活基礎調査」 

※相対的貧困率とは、等価可処分所得（世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割って調整した所得）の貧困線（中央値の半分）に満たない  

世帯の割合。なお、可処分所得とは、所得から所得税、住民税、社会保険料及び固定資産税を差し引いたもの。 

※「子どもの貧困率」とは、こども（１７歳以下の者）全体に占める、等価可処分所得が貧困線に満たないこどもの割合をいう。 

※平成３０年の（新）及び令和３年は、２０１５年に改定されたＯＥＣＤの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税・

軽自動車税・自動車重量税」「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いた新基準の数値である。 
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（図表１５）貧困状態にある家庭のこどもの状況 
 こどもの自己肯定感 

  
こどもの抱える課題 

 
資料：千葉県健康福祉指導課「千葉県こどもの生活実態調査」等抜粋 

※本調査ではこどもの生活困難を３つの要素(①低所得、②家計の逼迫、③こどもの体験や所有物の欠如)に基づき分類しており、３要素のうち

２つ以上の要素に該当する層を「困窮層」、いずれか１つの要素に該当する層を「周辺層」と分類している。 

 

（図表１６）こどもがいる現役世帯の貧困率の推移（全国） 

 
資料：厚生労働省「２０２２年 国民生活基礎調査」 

※こどもがいる現役世帯の貧困率とは、現役世帯（世帯主が１８歳以上６５歳未満の世帯）に属する世帯員全体に占める、等価可処分所得   

が貧困線に満たない世帯の世帯員の割合をいう。 

※平成３０年の（新）及び令和３年は、２０１５年に改定されたＯＥＣＤの所得定義の新たな基準で、従来の可処分所得から更に「自動車税・

軽自動車税・自動車重量税」「企業年金の掛金」及び「仕送り額」を差し引いた新基準の数値である。 
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②障害者手帳所持の状況 

  本県における１８歳未満の障害者手帳所持者数（身体障害者手帳及び療育手帳）は、   

令和５年度末現在で１７，４６４人で、平成３０年度末の１６，０８２人と比べると、   

１，３８２人増加しています。 

 

（図表１７）障害者手帳所持者数（１８歳未満）（県） 

 
資料：障害者福祉推進課 
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③児童虐待相談対応件の状況 

  本県の児童相談所の児童虐待に関する相談対応件数は、令和４年度では１１，２１９件 

であり、前年度と比較すると６５１件減少していますが、令和元年度から高い水準でほぼ 

横ばいとなっています。児童虐待は、重大な人権侵害であるとともに、犯罪となりうる行為

です。それらの防止に向けた広報啓発活動を行うとともに、相談体制の整備や被害者がその

後、安心安全な生活を送るための支援が求められています。 

 （図表１８）児童虐待相談対応件数推移（全国・県） 

 
 資料：厚生労働省「福祉行政報告例」 

 

④里親等委託児童 

   本県の里親等委託児童数・里親等委託率は増加傾向です。  

（図表１９）里親等委託率の推移【千葉県】 

年 度 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ 

乳児院 

入所児童数 
７８人 ７８人 ６６人 ６９人 ５１人 ５１人 

児童養護施設 

入所児童数 
７０１人 ６９４人 ７１２人 ６８７人 ７０１人 ６４５人 

里親等 

委託児童数 
３０１人 ３２９人 ３４３人 ３４８人 ３５８人 ３８２人 

計 １，０８０人 １，１０１人 １，１２１人 １，１０４人 １，１１０人 １，０７８人 

里親等委託率 ２７．９％ ２９．９％ ３０．６％ ３１．５％ ３２．３％ ３５．４％ 

※ 各年度末時点の委託及び入所状況 
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⑤ヤングケアラー 

県が実施した調査（「ヤングケアラーの実態調査とその支援に関する調査研究」    

令和５年３月）によると、小学６年生の１４．６％が「世話をしている家族がいる」と   

回答しており、全国調査（日本総合研究所「ヤングケアラーの実態に関する調査研究   

報告書」令和４年３月）の６．５％と比べて、高い値を示しています。 

（図表２０）世話をしている家族の有無（県）：単数回答 

 

資料：千葉県児童家庭課「ヤングケアラーの実態調査とその支援に関する調査研究報告書」（令和４年度） 

※参考：国調査（小学６年生）：世話をしている家族の有無 

 

資料：日本総合研究所「ヤングケアラーの実態に関する調査研究報告書」（令和４年３月） 
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⑥非行 

少子化で、こどもの数が減少している一方、刑法犯罪少年検挙数の数値によると、少年

検挙人員の全犯罪検挙人員に占める割合は変わらず、１割程度います。 

また、刑法犯少年の再犯者率は、３割前後を推移しています。 

（図表２１）刑法犯少年検挙数の推移 

 

資料：千葉県警察本部「ちばの少年非行」（令和６年版） 

 

（図表２２）刑法犯少年の再犯率 

 

資料：千葉県警察本部「ちばの少年非行」（令和６年版） 
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⑦いじめ 

いじめ認知件数は、全体として年々増加しており、特に、小学校は増加を続けています。 

（図表２３）いじめ認知件数の推移（県） 

 

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（令和５年度） 
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⑧不登校 

不登校児童生徒の数は増加傾向にあり、特に新型コロナウイルス感染拡大のあった令和

２年度以降、大きく増加しています。 

（図表２４）不登校児童生徒数の推移（県） 

 

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（令和５年度） 
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⑨高校中退者数 

高校の中途退学者数は、令和になって減少したものの、近年は増加の傾向にあります。 

 

（図表２５）年度別中退者数の推移（県） 

 

資料：文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（令和５年度） 
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⑩若者の自立等 

若者が自立し、社会で活躍するためには、就業し、経済的基盤を築くことが重要であり、

また、働く場は、生活の糧を得るだけではなく、成長や自己実現の場でもあります。若者

が安心・納得して働き、その意欲や能力を十分に発揮していけるよう、困難な状況にある

若者の自立や社会参加に向けた支援等の取組の推進が求められます。 

新規学卒者の就職率は９割を超えていますが、令和５年の全国の若年無業者（ニート）

の推計は、７６万人となっており、コロナ禍前の水準まで減少したものの、依然高止まり

しています。 

（図表２６）高校・大学等の新規学卒者の内定状況推移（県） 

 
 資料：厚生労働省千葉労働局「令和６年３月新規学校卒業者の就職内定状況等について」 

※大学等は４月１日現在、高校生は６月末現在における数値 
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（図表２７）若年無業者数推移（全国） 

 
 資料：総務省統計局「労働力調査（基本集計）」 

※平成２３年の数値は、岩手県、宮城県及び福島県を除いたもの 

 

⑪ひきこもり状態にある人の状況 

令和４年（２０２２年）の国の調査によると、全国の若者の約２％が広義のひきこもり

状態とされています。 

（図表２８）ひきこもりに関する状況等（全国、１５歳～３９歳対象調査） 

状況 有効回収数に占める割合 概要 

普段は家にいるが、自分

の趣味に関する用事の時だ

け外出する 
０．９５％ 準ひきこもり 

広
義
の
ひ
き
こ
も
り 

普段は家にいるが、近所

のコンビニなどには出かけ

る 

０．７４％ 

狭義のひきこも

り 自室からは出るが、家か

らは出ない 
０．３０％ 

自室からほとんど出ない ０．０６％ 

合計 ２．０５％ ― 

資料：内閣府「こども・若者の意識と生活に関する調査」（令和４年度） 
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（４）グローバル化の状況等 
私たちの社会は、性別、国籍及び文化的背景、性的指向及び性自認など様々な違いがある

人々で構成されています。 

本県の外国人数は令和５年（２０２３年）１２月時点で、２０万４，０９１人と過去最高

となり、近年、増加傾向にあります。平成２４年（２０１２年）からの県人口と外国人数の

増加率を比較すると、県人口の約１％増に対し、外国人数は約９３％増と大幅に増加して 

います。 

こうした中、日常生活に必要な日本語でのコミュニケーション能力が十分でない、日本語

指導が必要な児童生徒数も増加傾向にあります。 

また、民間企業等の複数の調査結果を踏まえると、およそ３％から１０％の人がＬＧＢＴ

であると推定されます。性別違和については、中学生までに自覚していた人が多いとの調査

結果もあります。 

（図表２９）外国人数・県人口の推移（県） 

 

資料：法務省「在留外国人統計（２０２３年１２月末）」、 千葉県統計課「千葉県毎月常住人口調査（１２月調査）」 

※県人口は各年１２月１日現在のものです。 
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（図表３０）日本語指導が必要な外国籍の児童生徒数推移（県） 

 
 

（図表３１）日本語指導が必要な日本国籍の児童生徒数推移（県） 

 
 資料：文部科学省「日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査」 
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（５）生命・安全の危機 
令和４年（２０２２年）の年齢階級別死因割合によると、本県の１５歳から３９ 歳まで

の死因の１位は自殺となっています。 

思春期はこどもからおとなへの移行期に当たり精神的な安定を損ないやすい時期である 

ことから、自殺を防ぐ体制の充実が求められています。 

（図表３２）年齢階級別死因割合（県） 令和４年（２０２２年） 

年齢階級 
１位 ２位 ３位 

死因 死亡数 死因 死亡数 死因 死亡数 

１０～１４歳 その他 １２ 自殺 ７ 悪性新生物 ７ 

１５～１９歳 自殺 ３７ 不慮の事故 １６ その他 １５ 

２０～２４歳 自殺 ５８ 不慮の事故 １５ その他 １３ 

２５～２９歳 自殺 ７１ その他 ２２ 悪性新生物 １１ 

３０～３４歳 自殺 ５２ 悪性新生物 ３４ その他 ２６ 

３５～３９歳 自殺 ６１ 悪性新生物 ５８ その他 ４６ 

４０～４４歳 悪性新生物 １０１ 自殺 ８３ その他 ８０ 

４５～４９歳 悪性新生物 ２１９ その他 １６８ 高血圧性疾患 １００ 

５０～５４歳 悪性新生物 ４２３ その他 ２８３ 高血圧性疾患 １８６ 

資料：厚生労働省「人口動態統計」（令和５年度） 
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交通人身事故の発生件数、重傷者数、死亡者数は減少傾向にあるものの、通学中の児童が

死傷した痛ましい事故の原因となった飲酒運転など、重大な交通事故の発生につながる危険

運転等が後を絶たないことから、交通安全教育や登下校での見守り等、交通事故の防止に向

けた更なる取組が求められています。 

（図表３３）交通人身事故件数・負傷者数・重傷者数・死者数の推移（県）（Ｈ２６～Ｒ５） 

 
注１：重傷者数は、負傷者数の内数を示す。 

                ２：（ ）内の数値は、前年比を示す。 

資料：千葉県警察本部交通部交通総務課「令和５年中における交通人身事故の発生状況について」（令和５年） 

（図表３４）県内におけるこども（中学生以下）の交通事故の推移 

 

資料：千葉県警察本部交通部交通総務課 
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性被害、消費者被害等の事件・事故に巻き込まれるケースが後を絶たない状況にある中、

こども・若者の生命・安全確保の徹底に向けた取組が求められています。 

（図表３５）福祉犯検挙数・被害児童数等推移（県） 

 
 資料：千葉県警察本部「令和６年版ちばの少年非行」 

 ※福祉犯とは、「少年の福祉を害する犯罪」のことで、児童に淫行をさせる行為のように、少年の心身に有害な影響を与え、健全な育成を著しく

阻害する犯罪のことを指す。 
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令和５年のＳＮＳに起因する事犯の被害児童数は１，６６５人で、横ばいの状況にあり、

引き続き対策が求められます。 

（図表３６）【ＳＮＳに起因する事犯】罪種別の被害児童数の推移 

 

資料：警察庁 

 

資料：千葉県警察本部少年課 
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（６）こどもの権利の現状 

  我が国が平成６年（１９９４年）に批准した「児童の権利に関する条約（以下、「こども

の権利条約」という。）」は、こどもを「権利をもつ主体」と位置づけ、大人と同じく、     

ひとりの人間として持っている権利とともに、保護や配慮が必要な弱い立場にあるこども 

たちが支援を受ける権利も認めています。 

こどもが自分を「かけがえのない存在」であると意識するためには、自分が持つ「人権」

について知らされ、理解し、行使できるようになっていることが重要ですが、県の調査に  

よると、こどもの権利について「聞いたことがあり、内容も知っている」児童・生徒は     

約２０％です。 

（図表３７）こどもの権利の認知度（県） 

 

資料：千葉県子育て支援課「（仮称）千葉県こども計画策定に係るこどもの意見反映のための調査」令和６年度 

※ランダムに選ばれた県内の調査協力校１５５校に在籍する、小学５年生から高校３年生までの児童・生徒約５０，０００人を対象 

（回答率７０．７％） 
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また、こどもの権利の擁護が図られ、将来にわたり幸福な生活を送る社会を実現するため

には、大人もこどもの権利について十分理解する必要があります。 

国連子どもの権利委員会からは「日本における子どもを権利を持つ人間として尊重しない 

伝統的な見方が、子どもの意見に対する考慮を著しく制限している」との指摘を受けており、

県の調査においても、「こどもの権利条約のいわゆる４つの原則」を約１５％から２０％の

児童・生徒が守られていないと感じています。 

（図表３８）こどもの権利が守られていると感じる児童・生徒の割合（県） 

 

資料：千葉県子育て支援課「（仮称）千葉県こども計画策定に係るこどもの意見反映のための調査」令和６年度 

※ランダムに選ばれた県内の調査協力校１５５校に在籍する、小学５年生から高校３年生までの児童・生徒約５０，０００人を対象 

（回答率７０．７％） 
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